
 



ＩＩＳＯＲＡ　第１２回シンポジウム　飯舘

被災後１３年の飯舘村の被害実態、
暮らし、村人の健康

主　催：飯舘村放射能エコロジー研究会（IISORA）
共　催：NPO 法人エコロジー・アーキスケープ

要　旨

協力団体 : R-DAN、原子力市民委員会、原子力資料情報室、原発事故被害者相双の会、
国際環境 NGO FoE Japan、市民エネルギー研究所、日本環境会議 (JEC)、
日本大学生物資源科学部内ケ崎万蔵研究室、高木仁三郎市民科学基金、
チェルノブイリ・ヒバクシャ救援関西、BIOCITY、ふぇみん婦人民主クラブ、
福島の子どもたちとともに・湘南の会、
福島原発事故被害から健康と暮しを守る会



被災後１３年の飯舘村の被害実態、暮らし、村人の健康

　原発事故災害から１３ 年経過したが、未曽有の激甚災害は継続中ともいえる厳しい状況、先の
見えない状況であることに変わりません。その中においても、飯舘村民は希望を持ち、飯舘村内
外で暮らししています。どこの場所でどう生きるか、家族や仲間と、仕事をどうするかを問いつ
づけています。
　農山村地域での長期的な放射能汚染の実態を国は無視しています。そのような中での人間の健
康、土・水・大気・植物の健康が心配です。その科学的解明と予測、その研究成果を被災者とと
もに学び、将来に向けた対策、飯舘村人の生活、飯舘村の大地の将来について考えていきたいと
思います。

挨拶　　　糸長浩司　 （IISORA）　　　　　　
総合司会　佐久間淳子（IISORA）
１部　　村人の部　　　　　 12 時 40 分～ 14 時 00 分
　　　菅野　哲　　（村人）    初期被ばくとふるさと喪失の裁判　　　　　　　　　　　P3 〜 4
　　　伊藤延由　　（村人）    里山の幸（山菜・キノコ）の放射能汚染推移　　　　　　P5 〜 10
　　　佐藤八郎　　 （村会議員）飯舘村の 13 年と今後　　　　　　　　　　　　　　P10 〜 12
　　　渡辺富士男　（村人）    飯樋行政区の今と悩み　　　　　　　　　　　　　　　P13 〜 14
　　　　　　資料提供 　飯舘村　「飯舘村の現状と復興施策について」
　　　　
　　　　　　　　　　　　　休憩　　14 時 00 分～ 14 時 10 分

２部　　専門家の部　　　　14 時 10 分～ 16 時 00 分　　
　　　今中哲二　 （IISORA）飯舘村の放射能汚染のこれまでとこれから　　　　　　　P15 〜 18
　　　阪内　香　  ( 元 琉球大学 ) ヤマトシジミにおける福島原発事故後の野外採集調査
　　　　　　　　　　　　　　　：形態異常と個体数の推移　　　　　　　　　　　　P19
　　　糸長浩司　 （IISORA）里山生活の課題（住宅、作物、蜂蜜）と健康、
　　　　　　　　　　　　　バイオマス発電と大規模風車　　　　　　　　　　　　　P20 〜 25
　　　振津かつみ（IISORA）原発事故被害から健康と暮しを守る　　　　　　　　　P26 〜 29

3 部　　総合討議　　　 　   16 時 05 分～ 17 時 00 分）
　　　司会　　　糸長浩司　　
　　　登壇者　　発表者全員　　　　　　
　　　　　会場との討論
まとめ　菅井益郎（IISORA）　17 時～ 17 時 10 分　　
終了後　　飯舘村きこり　で懇親会

11 月３日　9 時～ 13 時　　飯舘村の現地見学
　　　　　　　　　出発　　ふれ愛館　駐車場　9 時
　　　　　　　　　解散　　ふれ愛館　駐車場　13 時
　　　　バス（福島交通）11 月 2 日（土）　福島駅東口発 9:50　飯舘ふれ愛館前 11:07
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飯舘村ふれ愛館前 18:31　福島駅東口 19:56
　　　　　　　　　　　　11 月 3 日（日）　飯舘村ふれ愛館前 13:06　福島駅東口 14:31
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初初期期被被ばばくくととふふるるささとと喪喪失失のの裁裁判判  

菅菅野野哲哲（（飯飯舘舘村村民民、、飯飯舘舘村村原原発発被被害害者者訴訴訟訟団団長長  

－－謝謝れれ！！償償（（ままやや））ええ！！かかええせせふふるるささとと飯飯舘舘村村－－  

11.. 飯飯舘舘村村民民のの原原発発事事故故にによよるる初初期期被被ばばくく    

避避難難指指示示のの遅遅れれたた要要因因はは  

22.. ななぜぜ裁裁判判をを起起ここししたたののかか  

33.. 原原発発事事故故でで失失っったたもものの  

    消消ええたたもものの  

    残残っったたもものの  はは  

44..  ふふるるささととのの喪喪失失ととココミミュュニニテティィのの崩崩壊壊・・心心のの荒荒廃廃  

55..  賠賠償償ととししてて金金額額にに換換算算すするるここととのの意意味味ははああるるのの？？  

66..  原原発発事事故故でで何何をを失失っったたののかか、、被被害害のの重重大大ささをを明明かかししたたいい    

77..  原原発発はは必必要要ののなないいもものの  

…………………………………………………………………………… 

ププロロフフィィーールル  

菅菅野野  哲哲  ((かかんんのの  ひひろろしし))   

1948 年飯舘村で戦後開拓者の長男として生まれる 

福島県立相馬高校卒業後に家業の農業に従事、後 

飯舘村森林組合に就職、 

1969 年飯舘村役場に奉職、 

2009 年 3 月 参事兼産業振興課長を定年退職、その後農業に復帰し、 

2011 年 3 月 11 日の原発事故により、福島市に避難。後に避難者による共同農園を運営し、避難

生活を続ける中で飯舘村の農地で日大と試験栽培。 

それ間に多くの公的役職を歴任。 
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２つの農場 

上３枚の写真 

  福島市内での発災後の開拓農場 

下４枚の写真 

  飯舘村佐須での試験栽培農場 

（日本大学への協力） 

発災前は銀杏栽培農地と整備 
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飯飯舘舘村村のの１１３３年年８８かか月月とと、、村村民民とと共共にに歩歩むむ今今後後  

佐佐藤藤  八八郎郎（（飯飯舘舘村村議議会会議議員員））  

誰も考えも思いもつかない「福島・原発事故」が起こされました。 
 その日は「全国重税反対統一行動」税金自主申告の為に、仲間と共に相馬市に移動し税務署への申告
でした。デモ行進する中で「ブロック塀たおれ・瓦落ちて・道もデコボコなど」を体験して飯舘に直ぐ
にもどった。戸締りした家の戸は開きカーテンが飛び出し、家の中は歩きにくい散乱状況となっていま
した。 
 村は、役場に対策本部を設置し、職員・議会議員などの関係者が「実態に基づく対策」を確認し、地
震による災害状況・村民の要望に基づくシート・水配布などスタートさせた。飯舘村として、津波被害
を受けた方々（浜通りの方々）の避難受け入れをどうしてゆくか（人数・場所・物品・支援体制など）、
協議・決定しスタートしたのです。 
 テレビ・新聞などマスメディアの情報が少ない中でも、地震・津波に「原子力発電所の事故により、
放射性物質（自然界に無い毒物）が、小雨から小雪の気候により大空から飯舘村に降散された事実」が
わかると、情報キャッチした村民の方々は、大変な事態なのではと村内から自主避難したのです。 

－－近近隣隣のの市市町町村村はは、、住住民民にに周周知知ししてて避避難難開開始始ししてていいたた－－  
 その時に、元村長（菅野典雄氏）は避難しないで村を守って行くとの方針。それに対して、村の２団
体から「直ちに避難を」申し入れあり、すでに子どもの居住する家庭では避難していましたし、津波で
村へ避難していた方々も村外へ避難していた。この間、全国各地から物資・寄付金など支援も届いてい
ました。国も、４月 22 日なって「危険で住めない地域とし避難指示」したのです。 
 その時に「2～３年で村に戻れる」と元村長は発言したが、結果として除染（放射性物質除去し、隔
離する）スタートしたのが 2～３年後でした。その後は延々と除染物の処理にと、仮仮置き場と運搬そ
して避難解除を早めたいの動きへと展開し、農地への太陽光パネルを設置したり、森林にも太陽光パネ
ルと風力発電を設置したのです。村としても企業に加入して、川俣町との約束も破り、正副村長、担当
が何度か謝罪して現在に至っています。 
 一方で箱物の建設が推進され、村の予算も 3～５倍化（事故前は通常 45億円）したが、多額の金額は
除染・農地整備・放射性物質関係・建物建設・農業支援などであります。 

 

 

人の動き（2024.9.1現在） 村内居住（2024.8.1現在）
男 2,311人 転入者数 いいたてホーム 計
女 2,260人 世帯数 628 116 62 ８０６世帯
計 4,571人 人数 1198 270 62 １，５２２人
世帯数 1,798戸 帰還率 26%

避難継続状況（人）
県外 福島市 南相馬市 伊達市 川俣町 相馬市 合計
145 1,923 272 235 217 116 2,907
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－－村村民民のの合合意意ででのの総総合合振振興興計計画画（（22002211～～22002255 年年））はは－－  
過ぎ去った３年を振り返っての基本構想①産業・観光・移住、②健康・福祉・環境、③学校教育・文

化、④防災・建設・行財政の基本方針を引き継ぎながら、見直しされた後期計画は人口増加策として村
で働く人を増やしながら人口を増やすこと。村民と行政が「何をめざして、何を行うか」の目標の明確
化と共有すること。 
そして、村民ひとり一人が「ふるさとの担い手」「主役でありプレーヤー」になって頂くとしています。 
私はこの間の「飯舘村の自然環境」「村民の健康と命」「憲法に保障されている権利の行使」を、具体

的に村民の声・願いを基本として、「村に有る危険物質を無いもの」にしたり、放射線をあびることや
食べることをしない対策を提案・発信し、原発事故が起されて「放射性物質が降散された」飯舘村の
「目に見えない・臭いもしない放射性物質」との生活、人間モルモット化の事実と実態を仲間と共に発
信を続け、人々が処理も危険防止も出来ない「原発事故が 2 度と起こされないよう」皆さんといっしょ
に頑張る決意を申し上げ発言とします。ご清聴ありがとうございました。 
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飯飯樋樋行行政政区区のの今今とと悩悩みみ  

渡渡辺辺富富士士男男（（飯飯舘舘村村民民、、飯飯樋樋行行政政区区長長））  

  

■■飯飯舘舘村村及及びび飯飯樋樋行行政政区区のの現現在在とと悩悩みみ  

・・飯飯舘舘村村のの震震災災前前のの人人口口はは 66550000 人人  →→  現現在在はは約約 11550000 人人  

  村村民民がが戻戻っってていいなないい。。  担担いい手手不不足足、、消消防防団団員員のの減減少少  

・・帰帰村村すするる世世帯帯がが少少なないいののでで、、行行事事等等がが減減少少ししてていいるる。。  

  伝伝統統行行事事（（田田植植ええ踊踊りり等等））。。村村民民ススポポーーツツ大大会会、、村村社社のの祭祭りり、、盆盆踊踊りり等等  

・・農農業業人人口口もも減減少少ししてていいるる。。  

  土土づづくくりりににはは何何年年もものの時時間間ががかかかかるる  

・・特特老老    

  ススタタッッフフがが少少なないいののでで収収容容人人数数がが少少なないい  

・・学学校校    幼幼小小中中 111199 人人    内内村村内内  5555 人人      部部活活のの減減少少  

・・飯飯舘舘村村のの木木材材のの利利用用ががででききなないい    

  薪薪スストトーーブブのの利利用用者者がが多多いいののにに！！  

  放放射射線線測測定定がが毎毎年年必必要要！！  

・・仕仕事事、、企企業業誘誘致致のの必必要要性性  

・・防防犯犯体体制制がが急急務務！！  

  隣隣がが遠遠いい！！  警警備備会会社社等等がが身身近近にに欲欲ししいい  
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…………………………………………………………………………………………………………………………………………………………  

ププロロフフィィーールル  

渡渡辺辺  富富士士男男（（わわたたななべべ  ふふじじおお））  

  ・・飯飯舘舘村村生生ままれれ、、相相馬馬農農高高飯飯舘舘校校をを卒卒業業後後、、都都内内ののククリリーーニニンンググ店店でで腕腕をを磨磨くく  

・・飯飯舘舘村村にに戻戻りり村村内内唯唯一一ののククリリーーニニンンググ店店開開業業。。村村内内ででのの方方言言のの収収集集作作業業。。  

・・店店はは 22000077 年年にに閉閉店店  

・・そそのの間間のの 2200 年年余余りり、、飯飯舘舘村村でで書書きき留留めめたた方方言言はは約約１１００００００語語、、ノノーートト３３冊冊分分  

・・22001111 年年原原発発事事故故→→福福島島市市松松川川町町のの借借りり上上げげ住住宅宅へへ  

・・「「  負負げげねねどど飯飯舘舘!!!!かかわわらら版版」」編編集集担担当当  

・・避避難難中中、、旧旧友友とと方方言言交交じじりりでで会会話話しし、、  飯飯舘舘のの言言葉葉ををななくくししててははななららなないい」」ととのの思思いい  

・・22001177 年年８８月月にに帰帰村村しし、、編編集集作作業業にに没没頭頭。。  

・・「「  方方言言はは心心のの古古里里。。飯飯舘舘のの言言葉葉をを伝伝ええ継継ぎぎ、、村村民民のの絆絆をを守守りりたたいい」」  

『『  ぼぼっっとと……」」とと  ううそそんんここ」」「「福福島島飯飯舘舘のの方方言言』』のの自自費費出出版版  22002211 年年  
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飯舘村の放射能汚染のこれまでとこれから 

人口動態統計死亡データの紹介と合わせて 
今中 哲二 

今日の話題 

 飯舘村の空間放射線量の

これまでと将来 

 市販農産物のセシウム汚

染の現状 

 人口動態統計に基づく飯

舘村の死亡原因分析の試

み 

2011 年 3 月 29 日に検出

された主な放射能は、ヨウ素

131（半減期８日）、テルル

132/ヨウ素（3 日）、セシウ

ム 134（2 年）、セシウム

137（30 年）だった. 

この13年間で飯舘村の放射

線量は約30分の１になった

が．それでも事故前の５～６

倍である． 

 

走行サーベイは除染された

道路上での放射線量で、航空

機サーベイは村全域が対象．

山林では１μSv/時を越え

る汚染が続いている 
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放射線量 0.1μSv/時を、「汚

染を気にしなくて良い目安」

とすると、飯舘村の居住域で

は約 70 年、山林を含めると

約 120 年の時間が必要であ

る． 

いわき市の放射能市民測定

室「たらちね」と一緒に福島

県産の農産物の測定を行っ

ている。 

白米、野菜、果物・果実の中

央値は 0.2～0.4Bq/kg で、

10Bq/kg を越えるものはほ

とんどなかった．山菜、キノ

コ類では、10Bq/kg を越え

るのが結構あった． 

飯舘村のお米は、道の駅「ま

でい館」で購入．島根県産の

セシウムは大気圏内核実験

の名残であろう． 
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市販されている農産物では、

10Bq/kg を越えるものはな

かった． 

伊藤さんの報告にあるよう

に、野生のキノコ・山菜では

1000Bq/kg を越えるもの

がいろいろ認められている. 

『がんで亡くなる人が飯舘

村で増えている』と聞いたの

で、人口動態統計を調べてみ

た． 

バラツキはあるものの、極端

な増減傾向はなさそう．ガン

死は若干増加傾向か．もちろ

ん、年齢構成や人口の変化が

関係する． 
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大熊町と福島県で 2011 年

に震災による死者増加が認

められる．福島県と全国での

2021、2022 での死者増加

は新型コロナか 

死亡率は、いずれも増加傾向

にあるが、飯舘村と大熊町で

は、もともとかなりの違いが

あった．がん死率も、飯舘村

が大きく大熊町が小さそう

である. 

震災の前後を比べると、飯舘

村も大熊町も若干大きくな

っているようだ．他のところ

は減少の傾向にある．大熊町

の 2020 年は特異点（悪性

腫瘍 46：全死因 116）． 
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IISORA 第 12 回シンポジウム 
福福島島原原発発事事故故にによよるるヤヤママトトシシジジミミへへのの⽣⽣物物学学的的影影響響：：野野外外採採集集調調査査とと内内部部被被曝曝実実験験  

阪内⾹*・⼤瀧丈⼆ 

琉球⼤学理学部 
Email：kojikakoujika@yahoo.co.jp 

 
 

福島第⼀原⼦⼒発電所の事故を受け、琉球⼤学⼤瀧研究室では、野⽣⽣物への放射能影響を探るべくフ
クシマプロジェクトを⽴ち上げた。現地での最初の調査は事故から 2 ヶ⽉後の 2011 年 5 ⽉に⾏われた。
ヤマトシジミ（図 1）と呼ばれる⼩型のチョウを採集し、形態異常や個体数を調べた。この野外採集調査
に加え、飼育実験やチョウの幼⾍が⾷べる⾷草の成分分析、遺伝的な解析など、現在まで研究は継続され
ている。その中から今回は、①福島・茨城県内 7 地点における野外採集調査（2011-2013）、および、②
放射能汚染地域のエサ（カタバミ）を与えてチョウを飼育する内部被曝実験の 2 つを紹介する。②では、
飯舘村のカタバミを使⽤した。 
 ①の結果、ヤマトシジミの形態異常率は、事故直後から上昇し、2011 年の秋（事故後から数えて 5 世
代⽬）で最⼤となり（福島市で 38％）、その後 2013 年以降は 10％以下で推移した（図 2）。野外個体数
も 2011 年の秋で減少したが、形態異常が要因の⼀つである可能性が⾼い。そして、2011 年の秋の採集
個体から産まれた次世代は、⾮被曝環境下で飼育したにも関わらず、⾼い割合で死亡もしくは形態異常
に⾄った（最⼤は広野町で 99%）。このことは、遺伝的影響があったことを裏付けている。②では、沖縄
のヤマトシジミに、汚染地域（広野町、福島市、飯舘村内 2 地点）のカタバミを与えた結果、死亡率（図
3）、形態異常率ともに上昇した。その影響は、摂取した放射性物質の量に対して直線的ではなく、むしろ
低線量域で悪化した。このようなエサを介した⽣理的影響については、⾮汚染のものに変更すれば、次世
代で回復することが後の研究でわかっている。 
 以上①②より、原発事故によるヤマトシジミへの⽣物学的影響は、死亡や形態異常、個体数の減少を引
き起こし、遺伝的影響と⽣理的影響の両⽅が作⽤していると考えられる。②は①の野外調査を再現する
実験の⼀つと位置付けられ、あわせて事故直後の影響を検証した重要な成果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考⽂献：琉球⼤学⼤瀧研究室HPのフクシマプロジェクト（https://w3.uryukyu.ac.jp/bcphunit/ 

fukushimaproj.html）より、第 1-8 報。 

図 3 汚染カタバミ給餌による⽣存率 図 2 野外採集個体の形態異常率の推移（2011-2013） 図 1 ヤマトシジミ 
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里山生活の課題（住宅、作物、蜂蜜）と健康、バイオマス発電と大規模風車 

糸糸長長浩浩司司（（エエココロロジジーー・・アアーーキキススケケーーププ代代表表、、IIIISSOORRAA 共共同同世世話話人人））  
内内ケケ崎崎万万蔵蔵（（日日本本大大学学生生物物資資源源科科学学部部准准教教授授））  

 
１． 飯舘村民の帰村状況 

  2024 年 4月１日時点で、飯舘村民は 4605 人であ

る（図 1）。2011 年時点と比較すると約３割の減少

である。村内居住者は 1513 人であり、村内居住者

は 77％減少している。2011 年時に飯舘村民で現在

も飯舘村に居住している割合は 28.9%で、帰村率は

３割弱となる。転入者が 259 人あり、現在の飯舘

村居住者の 17%である。年齢別の状況は分からない

が、高齢者が多いことは明確であり、今後の飯舘

村の再生の課題は厳しいと言わざるを得ない。 

２． ふるさと喪失と東電・国の責任を問う 

 糸長は、菅野哲氏が代表の「飯舘村原発被害者訴
訟」で意見書を提出し、2024 年 10 月 9 日に東京
地裁で証人尋問を受けた。震災前からの村づくり支
援研究の経緯とその先進的な価値を述べると共に、
村民と行政による「ふるさと育成」の４条件（自然
の条件、歴史社会の条件、互酬・自然経済の条件、
地方自治の条件）が、原発事故によって破壊された
ことを証言した（図 2）。長い開拓の歴史のある村
で、森林を切り開き農地を作り集落コミュニティを
構築してきた、自然と人間の持続的な共生関係が
遮断された。厳しい中山間地域であるが、それを
逆手にとり、じっくりゆっくりと自然と共生した
農山村の暮らしの豊かさを、「までい（までぇ）」な
暮らしの追究として進めてきた村である。その可能
性が原発事故ではく奪されたことの重大さを訴え
た。 
 原子力緊急事態宣言が継続し、生きるための里山
の自然を含めた生活環境が喪失し、汚染されたまま
の里山の麓に生活することでの「現存被ばく状況」
を国は容認し、将来的な健康リスクに対する対処を
しないまま宙刷り状態であり、憲法の生存権、社会
権、環境権が奪われていること、その償いを東電
と国は果たすべきことを訴えた（図 3）。 

図 1 飯舘村民の離村状況（2024 年 4 月 1 日） 

図２原発事故による「ふるさと育成」条件の破壊 

図３村民裁判の証人尋問での最終提示スライド 
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２． 村内での試験栽培、養蜂 

飯舘村の佐須の菅野哲氏の農場で発災直後から試験
栽培をしている。2020 年~2023 年にサツマイモ、陸稲
を非除染農地と除染済農地で栽培した。土壌中（深さ
30cm）から作物中の Cs-137 移行率を図化した（図
4、５）。サツマイモ、陸稲とも移行率は除染済農地の
方が高い結果である。カリウム代替として Cs-137 を
取り込む傾向が強い。2023 年度は、非除染サツマイモ
は 0.9 ㏃/kg、移行率 0.06%、除染済サツマイモは 4.6
㏃/kg で移行率は 0.52%と高い。陸稲の穂は、非除染
農地で 1.3 ㏃/kg、移行率は 0.09%で、除染済農地の
陸稲の穂は 0.8 ㏃/kg、移行率 0.45％であり、サツマ
イモと同様の傾向がある。除染しても原発施設廃棄物
の基準値（クリアランスレベル）100 ㏃/kg を超える
農地で農作業をせざるを得ない理不尽が続いている。 
 飯舘村での養蜂（西洋蜜蜂）、蜂の調査も継続して
いる。Cs-137 量は、佐須の農地で、2016 年ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁ巣
9417 ㏃/kg、2018 年で 4553 ㏃/kg と高い。蜂蜜は
2919 年 26 ㏃/kg、21 年 11 ㏃
/kg、22 年 85 ㏃/kg と不安定であ
る。2024 年の養蜂途中結果である
が、空間線量率の高い長泥公園の
蜜蝋 3～48 ㏃/kg、幼虫+蜜蝋 79
㏃/kg、巣内花粉 34 ㏃/kg と高
い。蜂死骸 133 ㏃/kg で、蜜源の
栗の花は 203 ㏃/kg と高い。佐須
の蜜蝋 12 ㏃/kg であり、空間線量率との相違が多少は見られる。 
３．住宅の汚染 

 2023 年の IISORA シンポで示したように、除染後の再汚染が進んでいる。それは住宅の周囲の森林

図 4 飯舘村Ｋ農地でのサツマイモ栽培結果 

図７除染済宅地での再汚染の状況 

図５飯舘村Ｋ農地での陸稲栽培結果 

表１ 飯舘村での養蜂での Cs-137 量 

図 6 山林、庭木、宅地の土中 Cs137 量 

空間線量率≒ 2016年 2018年 2021年2022年
佐須　農場 ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁ巣 ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁ巣 蜂蜜 蜂箱口花粉蜂蜜 蜂蜜
Cs-137　㏃/kg 9417 4553 26 32 11 85

2024年 空間線量率≒
佐須　農場 蜂蜜＋ロウ栗の花 箱入口花粉
Cs-137　㏃/kg 12 18 22
長泥　公園 蜜蝋 巣内花粉 幼虫+蜜蝋 蜂の死骸 栗の花 ペチュニア
Cs-137　㏃/kg 2.9~48.4 34 79 133 203 3
飯樋久保曽宅地 蜜蝋 クローバ花
Cs-137　㏃/kg 3 2

2019年

0.3μ㏜/h

0.3μ㏜/h

2.4μ㏜/h

1.0μ㏜/h
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に放射性物質が残ることが要因
である。飯舘村の 75%は森林で
あり、放射性物質が堆積し、土
壌が捕捉したままの傾向はある
としても、落葉、降雨による流
下で直下の宅地、農地、道路を
再汚染することは明確である。
2021 年の村内の住宅とその周
囲の森林調査で、裏山の土壌汚
染は深刻なままであった。表層
5cm まで 1.5 万㏃/kg の Cs-137
が残存し、地下 10cm 層までに
98%の Cs-137 が残存している（図６）。地震や豪雨での裏山の土砂崩壊をずーと心配しないといけない
状況である。2024 年の村内のＫ宅地で、2021 年との空間線量率を比較すると、自然減衰せず逆に上昇
する箇所が数点あり（図７）、周囲の森林の影響が大きいと推察する。 
 周囲の森林から Cs-137 が室内に侵入するリスクもある。飯舘村民の協力で 2023 年に村内の住宅、小
屋内の床の Cs-137 量を測定した（図８）。掃除器ゴミ、床の掃除等採取すると明確に Cs137 は存在す
る。床面積当たりで推計すると 0.0001~0.0024 ㏃/cm2は存在する。放射線管理区域基準値４㏃/cm2の
0.003~0.06%程度の微小であるが室内に存在する。糸長の 2014 年測定で飯舘村の室内に付着する Cs-
137 量は管理区域基準値の 0.3~25%存在したことと比較すると掃除等での減少は顕著ともいえる。ただ
飯舘村内の住宅内に設置した空気清浄機（HEPA フィルター）の約 3 か月間での Cs-137 補足量は、フ
ィルター面に 0.0009 ㏃/cm2であり、室内に Cs-137 が侵入しそれを居住者が吸引する可能性は高い。 
４．村民の被ばく 

 汚染された山林に囲まれた飯舘村で生活するこ
とによる外部及び内部被ばくは避けられない。政
府はこの状況を「現存被ばく状況」として容認す
る。2023 年８月に飯舘村民 4 人に依頼して個人
線量計による測定を行った。約１週間を超える期
間での測定であった。図 9 は、村内滞在率と平均
μ㏜/h の相関である。サンプルは少ないが、R2

は 0.94 と相関は高い。飯舘村に滞在することでの
外部被ばく量は増加する。飯舘村での終日生活す
る帰還定住者の外部被ばくは、平均で 0.2μ㏜/h であり、単純積算すると年間で 1.75m ㏜となる。 

内部被ばくに関しては村民の協力を得て 2 月及び 7 月に尿採取で 1 日の尿中の Cs-137 量を測定した
（表２）。比較として、1960 年代の大気圏核実験期間での日本人成人の 1 日尿中 Cs-137 量は、1964 年
の約 5 ㏃をピークに、核実験の縮小により減少している（図 10）。飯舘村民の尿検査のサンプルは少な
いが、1 日尿中 Cs-137 量の多い村民は 11.9 ㏃と高い。山菜食の可能性も高く、山菜食を控えてもらう
と 3 か月間で約半分の 5.7 ㏃に減少した。夏と冬の相違もあるが、山菜食を控えることで内部被ばくリ 

図８ 住宅内の Cs-137 侵入・残存量の変化 

図９ 飯舘村内での滞在時間比率と外部被ばく 

     
 

2023年 2024年

        

2014年  内  -137量
       1㏃/  2

    0.01 0.09
   線      の
0.3  2  

   線       
 ㏃/  2

2023年  0.0001 0.0024㏃/  2
   線      の0.003  0.06 

   の              
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2014年 2023の  
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スクを低減することが
できる。サンプルの中
には山菜食無しの人で
も 2～3 ㏃の村民がい
る。大気の放射能汚染
による吸引による内部
被ばくも疑わざるを得
ない。1960 年代の大
気圏核実験と異なり、
村には放射性物質を含む森林が残存している
ことから、吸引による内部被ばくリスクの継
続につい要注意と言わざるを得ない。 

1 日尿中の Cs-137 量とその人の住宅内のハ
ウスダスト（掃除機のゴミ）の関係をプロッ
トしたものが図 11 である。ちくりん舎の調
査で飯舘村に近接した南相馬市民の 1 日尿中
の Cs-137 と比較すると、飯舘村民の内部被
ばくは特異的に高い傾向といえる。 
５．最新の村民アンケート調査結果/9月    

飯舘村民の住生活、農業、付き合い状況、除
染、放射能に対する意識、今後の施策要望等に
ついて、2 つの行政区とその他村民の協力を得
て、９月に村民アンケートを実施した。急遽の
実施のため回答者数は 74 名（I 行政区 23 名、
Ｆ行政区 26 名、その他村民 25 名）であった
が、興味深い結果を得ることができた。2023
年度住総研の研究助成の一環で実施した。 
 回答者は 60 歳代以上が 89%、男性 74%であ
り、高齢者・男性の意識が主となる。帰村して
飯舘村での定住者 54%、一時宿泊＋通うのみ
は 39%であり、定住者と二地域居住者に大別さ
れる。主な居住地は飯舘村 50%、福島市 35%である。飯舘村の住宅解体は 46%であり、内 48%は新
築、倉庫だけ 11%、更地 41%である。改築は 31%あり、そのままの住宅としての使用もある。新築・
改築をした 33 人の住宅の放射能対策をした家は少ない。庭のコンクリート化が 58％、樹木伐採 73％で
外が主である。住宅建物対策は少ない。室内環境対策としての空気清浄機や換気扇の設置が 1～２割で
ある。住宅の放射能対策の行政指導は希薄である。住生活での注意事項への回答者は 61 名である。戸
締り 75％と高く震災前ではなかった状況である。庭の掃除・雑草とりが 59％で庭からの放射性物質を
気にしているとも推察される。窓の密閉意識は 1 割と低く、土の侵入を気にするのは 15%である。鳥獣

図 10 大気圏核実験の頃の日本人の 1 日尿中
Cs-137 量 （環境省 hp） 
利用原発事故による「ふるさと育成」条件の
破壊 

          

飯   の
  の    の
Cs-137量    
        
   の    
        
        
       
飯   の   
     の  
        
        
   宅内   
         
  Cs-137量 2
 12 の    
  

      の ー          

表２飯舘村民の 1 日尿中 Cs-137 量 

図 11 ハウスダストと 1 日尿中 Cs-137 量の関係 

図 12 2024 年 9 月糸長の実施の飯舘村民アンケート結果の一部 
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被害対策は 42％と比較的高く、放射能測定は 8％と低い。放射能測定経験では、現在測定者は住宅内
15％、庭 7％、裏山 5%で、測定疲れもあるとも推察できる。 

村内での野菜の自給率は約４割で路地栽培が主で、ハウス栽培は 16%である。発災前 2010 年の糸長
の調査では自給率は８割以上であり自給率の低下は著しい。生産した野菜は生産者も含めて家庭内消費
がメインであり、おすそ分けは、生産している人２9 人中 31％で震災前のような状況ではない。野菜の
放射能測定は、生産している 2９人中で一回以上の測定は６２％であり、過半数は測定経験がある。頻
繁に測定している生産者は 17％である。コメは村外のコメを８割近くが食べている。村内自給は５％、
村内コメは 1 割である。山菜を一度以上食べた人は 49%で高い。高齢者のためか。頻繁に食べている人
は 12％存在し内部被ばくが心配である。山菜の放射能測定は、一回以上の人は食べたことのある人 37
人中 47%である。ただ、非測定で食べている。頻繁測定者は 21%にる。 
村内での隣近所付き合いは「以前はしていたが今はしていない」が

22％で、たまの付き合いが 45％で減少傾向にある。一方で頻繁の付
き合いも 24％ある。野菜のおすそ分けがなくなったのは 33%で減少
は 39%で 7 割近くが減少し、おすそ分けという農村生活文化が衰退し
ている。高齢者の安否確認も含めてか、おすそ分けが増加したが１
８％ある。村内の放射線量を気にかける人は 45％であり、内大変気
にする人は 11％、まったく気にしない 16％である。高齢者回答が多
いためか。ホールボディカウンター(WBC)の測定経験は 6 割いる
が、今後の測定希望者は 23％に減少し、放射能疲れに近いか。村内
に残る放射性物質への不安は 61％と過半数である(図 13)。非常に不
安 17％で、まったく不安はないは 9％である。WBC の検査希望率
23％に対して不安が 57%であり、「不安はあるが体の測定はしたくな
い」という意識の表れか。経験のない被害での帰村者、二地域居住者の村民の戸惑いは続く。避難解除
を「ある程度の納得」以上での納得は 58％と過半数いるが、解除に対する評価は二分している。不安と
解除納得をクロスすると、［不安で非納得］、［非不安で納得］の二極の他に、迷いの極の村人がいる
（図 15）。施策要望（図 16）は「医療費免除制度の継続」73％と一番高く、「定期的な徹底した健康診
断を受けられる補助」55％、「将来的な医療保障を受けられる健康手帳の配布」54％である。定住・二
地域居住者は今と将来の健康維持施策を希求する。山の汚染樹木伐採 38％、山の落ち葉除染 26％、農
地再除染 24％、住宅再除染 20％である。環境汚染対策の要望は少なく健康・医療対策の要望が高い。 

図 16 行政に対する施策要望 

図 14 避難解除の納得度合 

図 13 放射性物質残存不安意識 

図 15 放射能不安と解除納得意識の構造図 
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６．飯舘村民の癌死亡の推移 

 癌死亡率を福島県人口動態調査報告から、飯舘
村、福島県（飯舘村を除く）と相双保健所区域（飯
舘村を除く）で 2007 年~2022 年で図化した（2011
年は震災の得意値で除いた、図 17）。福島県の癌死
亡率は減少傾向、相双は変化が少ない。飯舘の癌死
亡率が震災後上昇傾向にある。放射能汚染の影響か
どうかは不明だが、継続的な注視は必要である。 

７．巨大復興事業の課題（バイオマス発電、大規模風車） 

福島特措法の国庫補助金事業で東電と熊谷組等に
より、7500KW 発電量、年約９.5 万ﾄﾝの放射能汚染
樹木を使用するバイオマス発電所が稼働を始めた。
糸長は国会議員の窓口で発電事業者や環境省とオン
ライン質疑をしてきた。放射能汚染木材を燃料する
発電施設を規制する法律が存在せず、濃縮された高
放射能灰の保存管理と運搬等は事業者任せにある。
電離則管理区域での労働であることは事業者も認識
しているが、被ばく労働であることは間違いない。
完全に除去できない微小な濃縮灰が煙突から排出
され、人々の肺胞での内部被ばくリスクが高まる
課題は放置されたままである。このような重大な
課題を抱える一種の「放射性物質濃縮化施設」≒
ミニ原発施設は的確な復興事業とはいえるのか。 
福島飯舘風力発電事業（仮称）が、村南部の空

間線量率の高い約 2,879ha（ほぼ国有林）で最大
28 基設置（最大 126,000kW（126MW）≒一個の
原発発電量の 13％）が稼働開始予定時期 2030～
2031 年として東急不動産の事業として計画され県
のアセス段階（2022 年～）にある。村議会でも問
題指摘されているが、十分な説明が村民にはされ
ていない。低周波問題、景観破壊、バードキル等の課題があり、「いいたて美しい村づくり推進条例」
に基づき、申請以前段階で、村が積極的に事前調査・情報発信を村民のために行うことが望ましい。 

８． 今後に向けた 

未曽有な大災害である原発事故による放射能汚染からの復興は厳しい。地産地消でエコな村づくりの
前途は断たれたと思った。村の再生の関りを継続し安心した生活拠点を求める二地域居住システムを提
案もした。今、帰村と二地域居住により村は維持されているが、果たして、この共同の力がいつまで維
持できるかと不安をいだきつつ、少しでも村人とともに、明かりを見出したいと思っている。 
謝謝辞辞 本研究成果の一部は（一財）住総研の研究助成金の成果である。 

                  
              
         

                      
          

                     
      

                    
                    

                      
                    
                      

              
              
          

図 17 飯舘村・福島県・相双の癌死亡率推移 

図 18 飯舘村内のバイオマス発電所と伐採木材 

図 19 飯舘村空間線量率と大型風車開発 
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原原発発事事故故被被害害かからら健健康康とと暮暮ししをを守守るる  
振津かつみ1 

  

政政府府はは 22002233 年年かからら「「医医療療費費等等、、減減免免措措置置」」のの段段階階的的廃廃止止をを強強行行  

飯飯舘舘村村ででもも 22002288 年年ににはは、、医医療療・・介介護護のの費費用用支支援援がが全全廃廃さされれるる方方針針  

原原発発事事故故にによよるる「「健健康康被被害害ははなないい、、今今後後もも起起ここららなないい」」ここととににさされれててししままうう……  
震災直後は福島県等、震災・津波被害のあった全地域で「医療・介護保険料および医療費の減免措

置」が行われたが、徐々に打ち切られ、避難指示区域等での支援が「特例」として 10 年以上続けられ

てきた。しかし、他の被災者との「公平性」を理由に、政府は避難指示解除から 10 年をメドに「医療

費等、減免措置」打ち切りを開始する方針を打ち出し、当該自治体の「首長」の了解だけで、議会にも

住民にも説明や意見聴取もせず決定した(2022 年)。そして、浪江町をはじめ自治体議会等の反対意見書

や、被害者らの政府交渉等、多くの反対意見にもかかわらず、2023 年度から削減を開始した。このまま

進めば、飯舘村でも 2028 年には医療・介護費への今ある支援が全部打ち切られることになる。（表参

照）そして、原発事故による「健康被害はない、今後も起こらない」「事故被害者への医療・健康保障

は必要ない」ことにされてしまう。 

 

医医療療費費等等無無料料化化のの継継続続をを！！  

国国にによよるる「「健健康康手手帳帳」」交交付付ななどど新新たたなな法法整整備備でで、、生生涯涯ににわわたたるる医医療療保保障障をを求求めめよようう！！  
  政府は、これまで福島で継続してきた医療費等支援は、事故による被ばくに対する措置ではなく東日

本大震災の「災害支援」の延長だとしている。しかし、「原発事故による被災」は「自然災害」ではな

く、「東電と国の加害による放射能被害」である。特に、飯舘村では初期外部被ばくだけでも平均

7.0mSv と推定され（今中哲二さんを中心とする「飯舘村初期線量評価プロジェクト」による 2011 年 7

月末までの外部被曝線量推定）、県内の他地域よりも住民の被ばく線量が高かったことは周知の通りで

ある。被ばくによる健康影響（後障害）は、被ばく後数年〜10 年以降に顕在化する可能性がある。「年

20mSv」を基準に避難指示が解除されて帰還した住民は、村内でさらに追加の慢性低線量被ばくを受け

る。避難指示解除から 10 年をメドに医療支援を打ち切るというのは、これらの低線量被ばくによる健

康リスクを全く無視した政策であり、受け入れられない。 

「「原原子子力力政政策策はは、、資資源源のの乏乏ししいい我我がが国国がが国国策策ととししてて進進めめててききたたももののでであありり、、今今回回のの原原子子力力事事故故にによよるる

被被災災者者のの皆皆ささんんはは、、いいわわばば国国策策にによよるる被被害害者者でですす。。復復興興ままででのの道道ののりりがが仮仮にに長長いいももののででああっったたととししてて

もも、、最最後後のの最最後後ままでで、、国国がが前前面面にに立立ちち責責任任をを持持っってて対対応応ししててままいいりりまますす。。」」（「原子力被災者への対応に

関する当面の取組方針」2011 年 5 月 17 日, 原子力災害対策本部）という政府方針は未だ「撤回」され

てはおらず、政府はこれを実行するべきだ。 

 
1 兵庫医科大学・遺伝学（非常勤講師）、きらり健康生協（内科・非常勤医師）、チェルノブイリ・ヒバクシ

ャ救援関西（事務局）、福島原発事故被害から健康と暮しを守る会（アドバイザー） 

政政府府のの原原子子力力災災害害被被災災地地域域のの「「医医療療・・介介護護保保険険料料及及びび医医療療費費のの減減免免措措置置」」支支援援削削減減・・廃廃止止のの計計画画  
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このような動きに対し、相双地区の住民を中心に 2022 年 10 月に「福島原発事故被害から健康と暮し

を守る会」（守る会）が設立され、医療費等減免措置廃止反対、「健康手帳」交付等新たな法整備、完全

賠償をかがげ、全国署名や政府交渉などの取り組みを始めている（別配布リーフ参照）。「守る会」は、

これらの課題は避難指示地域等だけのものではなく、全県及び県外も含む全ての被害地域の課題である

と位置付けている。2024 年 6 月の政府交渉（「脱原発福島県民会議」「原水爆禁止日本国民会議」「原子

力資料情報室」等全国の 10 団体とともに呼びかけ）の際には１万９,786 筆（累計３万 2,594 筆）を厚労省・

環境省・復興庁に提出した。飯舘村民の方々にも、ぜひ支援切り捨て反対、生涯にわ

たる健康と生活の保障を求める運動への参加を呼びかける。そして、全国の方々に

も支援をお願いしたい。（「守る会」のロゴマークは、飯舘村で教員として赴任して

いた経験のある、元教員[町立なみえ創生中学校]の柴口正武さん作。老若男女、

様々な生業の人々とともに、「牛のように」少しずつでも一歩ずつ前進しようとい

う思いが込められている。牛は福島原発事故被害の「象徴」の一つ。） 

 

低低線線量量・・低低線線量量率率被被曝曝のの健健康康リリススククがが被被曝曝労労働働者者のの国国際際調調査査ででささららにに明明ららかかににななっったた  

  
2023 年８月、「国際核

（施設）労働者調査」

（INWORKS）2の最新報告が

発表された。この調査は、

「長期にわたる低線量の

電離放射線被曝の影響評

価」を目的とした国際疫

学調査である。世界でも

最も大規模で情報の多い

米英仏、三国の 13 の核施

設及び原子力機関（軍事

用・商業用の両方を含む）のデータベースに登録された、総数 309,932 人（延べ 1,700 万人・年）の労働

者の、70 年余(1944〜2016 年)にもわたる死亡統計(死亡数 103,553,うち固形ガン3死亡 28,089)と、その

個人線量計のモニタリング記録に基づいた蓄積被曝線量4（平均結腸線量：20.9mGy）などのデータを「統

合」して解析した（表１）。その結果、低線量率で、低線量域5を主体とする電離放射線被曝を受けた労働
者の、単位線量あたりの固形ガン死の過剰相対リスク（ERR/Gy）6が、0.52(90%CI7：0.27-0.77)で統計的

 
2 International Nuclear Workers Study: INWORKS 
3 白血病など血液・造血系の悪性腫瘍以外のガン 
4 固形ガンの解析には結腸線量、白血病など血液・造血系のガンの解析には骨髄線量に換算した線量を用

いている。これは、原爆被爆者の「寿命調査」（LSS）など、他の放射線被曝の健康影響調査での解析と同

様にして、比較検討できるようするためである。 
5国連科学委員会（UNSCEAR）などは、低線量を 100mGy 未満、低線量率を１時間以上の平均で 0.1mGy/分未

満として扱っている。 INWORKS のプロフィールに依ると、労働者の 94%が蓄積被曝線量（全身線量）100mSv

以下であり、最も人数の多い線量区分は 0〜5mSv（約 12.3 万人）、平均蓄積線量 24mSv と、個人蓄積被

曝線量の分布が低線量域に偏っている。平均年間被曝線量（全身線量）は平均 1.66mSv/年。（γ線の外部

被曝の場合は、Gy と Sv は同じ値。） 
6 過剰相対リスク（Excess relative risk: ERR）とは、相対リスクから１を引いたもの。相対リスクは、年

齢、性別、国、その他の条件を一致させた対照群（この場合はベースラインのガン死亡率）と比べて被曝

労働者の死亡率が何倍になっているかを示す値。 
7 CI：信頼区間。過剰相対リスクの場合は下限値が正の値であれば統計的に有意。 
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に有意に増加することを、被曝労働者のデータで明らかにした（表 2）。（さらに 2025 年 8 月、INWORKS か

ら、白血病についても低線量閾も含めて直線性の線量効果関係がみられることが報告された。） 

 

 
  

国国際際核核施施設設労労働働者者調調査査（（IINNWWOORRKKSS））最最新新報報告告（2023）のの主主なな内内容容  
2023 年 INWORKS 報告論文の主な内容は下記である。 

放射線（低 LET 放射線、主にγ線）の低線量率・低線量被曝を受けた労働者調査集団において： 

１）外部被曝による蓄積線量（結腸線量に換算）に応じて、全ガン死、固形ガン死のリスクが増大し、そ

の線量あたりの過剰相対リスク(ERR/Gy)は統計的に有意であった。（表 3） 

２）固形ガン死の線量・影響関係は「直線関係」である。（図１） 

３）１）、２）については、110000mmGGyy 未未満満ででもも、、ささららにに 5500mmGGyy 未未満満のの低低線線量量域域にに限限っっててもも、、固固形形ガガンン死死にに

つついいてて、、統統計計的的にに有有意意ななリリススクク増増加加がが認認めめらられれたた。。(表４) 

４）広島・長崎の原爆被爆者の寿命調査（LSS）と比較して、INWORKS の ERR/Gy は、統計的に同じ程度の

値ではあるが、むしろ高かった。IINNWWOORRKKSS でではは、、低低線線量量率率・・低低線線量量被被曝曝ででのの「「リリススククのの低低減減」」のの証証拠拠

はは認認めめらられれななかかっったた。。（DDREF を用いて表現するなら、「DDREF=1」である。） 

５）以上の結果は、今後の「放射線防護」の基準の議論に重要な情報を提供するものである。 
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低低線線量量被被曝曝のの健健康康リリススククをを明明確確にに示示すす「「IINNWWOORRKKSS新新報報告告」」をを無無視視しし  

「「統統一一的的基基礎礎資資料料」」改改訂訂作作業業にに反反映映ししよよううととししなないい  環環境境省省のの責責任任逃逃れれはは許許さされれなないい！！  

政府と「原子力ムラ」はこれまで一貫して、「100mSvまでは明らかな健康リスクは認められない」など、福島原発

事故被害者の低線量被ばくによる健康影響は単なる「不安」であり、健康被害は起こらないかのように宣伝してき

た。その根拠にしているのが「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料」（「統一的基礎資料」）であ

る。この冊子「統一的基礎資料」は、「帰還に向けた放射線リスクコミュニケーションに関する施策パッケージ」に基

づき、「関係省庁等の発信している情報等を集約した資料」であり、福島及び全国での研修など、リスクコミュニケ

ーションで参照すべき資料に推奨され、活用されおり、事実上、政府の統一見解である。8 

しかし、2024年6月２１日の政府交渉で市民側が、上述の国際核施設労働者調査(INWORKS)で低線量・低線

量率被ばくの健康リスクがますます明らかになっていることを示し、「なぜ、このような新たな国際調査報告を引用

して『統一的基礎資料』の改訂をしないのか」と問いただしたところ、環境省は、①①「「『『統統一一的的基基礎礎資資料料』』はは政政府府統統

一一見見解解ででははなないい」」、、②②「「検検討討委委員員会会」」のの事事務務局局もも含含めめてて改改訂訂作作業業をを請請負負業業者者にに丸丸投投げげししてていいるる、、③③環環境境省省はは成成

果果物物（（改改訂訂さされれたた『『統統一一的的基基礎礎資資料料』』））をを受受けけ取取るるだだけけだだ、、という無責任極まりない回答をした。そして、市民側の

さらなる追及を受けた環境省は、「「統統一一的的基基礎礎資資料料」」のの内内容容のの「「最最終終的的なな責責任任はは環環境境省省がが持持つつ」」と、返答せざる

を得なかった。今後も引き続き、環境省の「統一的基礎資料」の改正を求め、低線量被曝の健康リスクの過小評

価を許さず、事故被害者の生涯にわたる医療保障を求めて行かなければならない。 

「医療費等、減免措置」の見直し方針は、与党方針を受けた 2021 年の閣議決定「第二期復興創成期間以降に

おける東日本大震災からの復興の基本方針」に基づく施策として強行されている。これは、福島のような重大事

故が起きても「被ばくによる被害はなかったし、これからも起こらない」「10 年経てば復興も進み、事故による被害

は大したことはなかった」かのように宣伝し、一方で、全国の原発を再稼働し、「CO2 削減対策」を口実に原発推

進を行おうとする政府方針とつながっている。福島事故被害者の健康と暮しを守る取り組みは、原発に反対する

全国の運動とも結んで強めていくことが求められている。 

 

 
8 「（ICRPは）少しずつ被ばくした場合は、一度に被ばくした場合に比べ、同じ線量を受けた場合でも、影響は

半分になるとしています。」「固形がんリスクに関する最新の原爆被爆者の疫学調査では、がん罹患リスクは100ミ

リシーベルト以上で、がん死亡リスクは200ミリシーベルト以上で、線量とリスクに比例関係が見られます。しかし

100～200ミリシーベルトよりも低い線量における関係性については、研究者によっても意見が分かれています」等、

広島・長崎の放射線影響研究所の調査結果(2017,2012年)、動物実験の結果（1993年UNSEARより）などを引用

してまとめている。（令和５年度改訂版「統一的基礎資料」p116,117） 
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